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論 文 内 容 要 旨
マルクスは労働力商品の発見によって、等価交換の前提の下での剰余価値の発生 を証 明 し、最終
的 に古典派経済学 を超克することができた。っま りマルクスによれば、古典派経済学 は、現実 とし
てのより多 くの生 きている労働 とより少ない対象化 された労働 との交換が、 いかにして商品交換の
法則の合致するのか、 とい うことを論証することができず、 したが って多 くの矛盾 と混乱 に陥 った
のである。
このこと自体 は経済学的には常識 に属することである し、 また、資本主義的生産様式 の分析にとっ
ての意義、重要性、あるいは経済学説史上 のその評価にっいては、今や定 まっているといえ る。
他方で、 このよ うな労働力商品の存在性格につ いては、 これをいかに理解するかをめぐって、現
在まで様 々な議論が展開 されて きている。『資本論』第1部 は、資本を価値体系の総体 と して成立
す る理論 として明 らかにする際の最 も基底的な本質論的展開をその独 自的領域 として包括するもの
であるが、そこで労働力商品についてのまとま った叙述がみ られるのは、第2篇 第4章 第3節 「労
働力の購買 と販売」および第6篇 「労賃」 においてである。本論文 は、 これ ら両部分を検討 の姐上
にのせ、マルクスにおける労働力商品の存在性格に基本的な考察 を加えることを目的 としている。
マルクスが範疇 としての労働力商 品を見 いだ したの は、 『経済学批判要綱』 においてで ある・
1840年 代最後 の 『賃労働 と資本』 においては、「労働 とい う特定の商品」 によ って、直接 に、生産
部面 におけるカテゴ リーである労働が流通部面 に導出されて いたのにたい して、『要綱』において
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は、労働 と区別 された事実上 の労働力商品が成立 をみるのである。
この ことが可能 となったのは、 日常的な意識である 「資本 と労働 とのあいだの交換」が二つの過
程 に別れ ることを見いだ した ことによっている。すなわち、流通部面 と生産部面 に分けることによっ
て労働が生産部面に位置付け られ、商品 として売買 され るのは労働力であることが明確 になるので
ある。そ して この ことを逆にいえば、流通部面 と生産部面 とが一括 されれば、労働が商品 として浮
かび上がることになるのである。
『資本論』第1部 第4章 第3節 において労働力商品は、 あたか も人間の有す る肉体的、精神的諸
能力の総体がそのままで商品 として売買 されるよ うな叙述 になっている。 しか し、労働力 とは文字
通 り 「力」であり、『資本論』の冒頭部分に したがえば、「ある物」の有用性 なのであるか ら商品体
な しには実存せず、そのままで売買 されるとは考え られない。そ こで、労働力商品の商品体 はなに
か ということが問題 となるのであるが、 それは人間の肉体、生 きた人格性 の うちに実存 して いるの
であるか ら、労働者 自身が労働力商品の商品体であると考えなければな らない。だか ら、労働力商
品 とは、労働力 という有用性を有 した労働者が商品とな ってお り、 したが って、労働力商品の売買
とは一定 の時間を限 っての労働者の売買であると考え られ る。
それで はなぜ、当該節で は、労働者が労働力商品を売 るとい うように表現 されてい るのだろ うか。
それは、労働力商品の売買がそこで行われる部面が、商品交換以外にはいかなる依存関係 も含 まな
い単純流通の部面だか らであ る。 そこで は、労働者 は貨幣所有者 と対等な商品所有者 として、相対
しなければな らない。 その要請か ら、労働者は自らの所有す る労働力を一定の時間を限 って売 る、
とい うように表現 されるのである。
だか ら、労働力商品の売買形式における力の譲渡 と力の現実的発揮の時間的分離 は、 これを労働
力商品 と労働者 との身体的不可分離性に求 める場合が多 いのであるが、労働力商品の存在性格か ら
問題 にはな らないと思われ る。
このような不可分離性論 は、人間の有する肉体的および精神的諸能力 の総体がそのままで商品化
したものと解釈す るわけであ るが、労働力商品は、労働力を有す る労働者が商品 となった ものであ
る。た しかに労働力商品 と労働者 は不可分であるが、 それは、労働力商品の商品 としての規定性 に
は関わ りのないことと思 われ るのである。 したが って身休的不可分離性 は問題 とはな らない と考え
られるのである。
力の譲渡 と力の現実的発揮の時問的分離 は、労働力商品に固有の ものではなく、一定の時間を限 っ
て買 い手の処分 に任せ、 その所有権を放棄 しないような賃貸借 の場合 にっいては、必然的な形式な
のである。
このように、労働力商品が、労働力を有する労働者が商品 とな っているものな らば、 その価値 は、
労働者の生産=再 生産 に必要な社会的平均労働の一定分量 によって規定 される。すなわち労働力商
品の価値 は、労働者の個人的消費に媒介 されることによって、投下労働 による価値規定が与え られ
るのである。
労働力商品の使用価値については次のマルクスの叙述 「そもそも商品 はすべて、可能性 か らみて
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使用価値 にす ぎない。それ らは、 それ らの現実の使用、それ らの消費によって、 はじめて現実の使
用価値 になる」 と、佐武弘章氏 の研究に依拠 し、交換過程では労働力、生産過程では労働、 とした。
交換過程で商品が使用価値を もたないな らば、それ は商品ではないか らである。
このよ うに、「労働力 の購買 と販売」節を理解 してよいとすれば、一般的商品 と労働力商品との
決定的差異 は、 その使用価値 に存す ることになるであろう。すなわち、労働力商品は、一般的商品
と、ただその使用価値が、価値創造であるという点においてのみ、区別 されることになると思われ
るのである。
『資本論』第6篇 「労賃」 は、『資本論』第1部 が資本 の基底的な本質論的展開 に焦点を定めて
いるにもかかわ らず、本質隠蔽的なカテゴリーが取 り扱われていることか ら、 これまで、 また現在
において も、その首章である第17章 「労働力 のかちまたは価格 の労賃への転化」論、 あるいはその
『資本論』第1部 中における位置付 け、 などをめ ぐって、 これまでまた現在 も、多 くの論争が展開
されてきた箇所で ある。
ここでは、「労働力の価値 また は価格の労賃への転化」論、 「労賃編」 を貫 く統一的主題、 その
『資本論』第1部 体系上の位置付 け、の三つを考察 した。
「労働力の価値 または価格 の労賃への転化」論は、労賃形態の必然性、存在理 由を解 き明かすこ
とにある。労賃形態 とは、『経済学批判要綱』においてみいだされた、「資本 と労働 とのあいだの交
換」が別れ る二っの過程、すなわち、単純流通の部面における労働力商品の売買過程 と、流通 の背
後 で行 われる労働の領有 の過程が、無媒介 に現れ ることか ら生 じる現象形態である。そ うなれば、
「ブル ジョア社会 の表面」 にお ける 「知覚」「法律意識」「普通の意識」 において は、一般的商品の
売買 と 「労働」商品の売買 とは、全 く区別 されえないものとして認識 されるのである。
第18章 「時間賃銀」 と第19章 「出来高賃銀」 とは、「労働力の価値または価格の労賃への転化」
論 と内的関連を もって展開 されている。す なわち、「時間賃銀」「出来高賃銀」の現実的運動が 「労
働 の価格」 に対 して支払 われ るとい う観念 を強め、労賃の本質である労働力の価値 との関連 はます
ます隠蔽 されるという論理展開にな っていると考え られ る。 したが って、第6篇 「労賃」は、その
不合理性、隠蔽的性格を批判的に解明す ることにその課題があるのである。
したが って、『資本論』第1部 に、 「労賃」編が位置付 け られているのは、「剰余価値の生産」論
の補論 としてではな くむ しろ、「資本 の蓄積過程」論 の論理的前提であると考え られ る。資本の蓄
積過程 とは他人の剰余労働の資本化であ るか ら、労賃形態による剰余労働の隠蔽化が必要 とされる。
剰余労働の隠蔽化 によって労働者 は自 ら労働力商品を売 りに出すのであり、それが資本 二賃労働関
係の再生産のための不可欠の条件だか らである。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文の主要な内容は、1「 『経済学批判要綱』における労働力商品論」、H「 『資本論』におけ
る労働力商品論」、皿 「第6編 「労賃」について」 とい う3つ の部分か ら構成 されている。1で は、
マルクスにおける理論形成史の観点か ら、『経済学批判要綱』で初 めて労働 と労働力 との範 躊的な
区別がなされ るが、それは資本 と労働 との交換 に関連 した、流通過程 と生産過程 との峻別 を契機 と
するものであ ること、また、労働力商品の価値規定が労働者個人 の生活費 に限定 されているとい う
特徴をもっ こと、等の整理がなされている。Hで は、労働力商品の使用価値 と使用価値体(商 品体)
に着 目しつっ、前者の特殊性 を価値創造性 にもとめ、後者を生命体 としての人間 ・労働者 その もの
として規定する。但 し、労働者が 「二重の意味で自由」であり、且っその商品を時間決めで販売 し、
自らの価値性格をかれの私的生活における消費活動 によって媒介す る点に特色がある、 とす る。 皿
においては、 ブル ジョア社会 の表面における表象 としての 「労賃」形態が、資本の本質分析をテー
マとす る 「資本の生産過程」論 に位置す る点に問題性 を見出 し、 これに、労働力の価値の転化形態
たる 「労賃」が、剰余価値論 の展開を踏まえて初めて説かれうる側面 と、蓄積論への橋渡 しとなる
べ き側面 との両面か ら説明を与えている。
本論文 の如上の展開には、例えば、労働力商品の価値規定 と投下労働 との関連 とか、労働 力商品
の商品体 を労働者 それ自体 と把握す ることか ら展開 され る新たな理論的内実 とかに関 して、 さらに
詰めるべき論点 も残 されているが、以下のような諸点 を評価することがで きる。すなわち、①労働
力を擬制的商品 と捉える通説的理解に対 し、 これを極カー般商品 に引 きつ けて捉 え、マルクスが労
働力商品の価格ではな く、敢えて価値 と規定 した所以 を改あて問い直そ うとしていること、②労働
力商品の本質規定が流通過程 と生産過程 との関連 と統一を内包 し、 その使用価値 の特殊性 にこそ流
通過程か ら生産過程 への移行を要請す る動因がある、 とする試論を提示 していること、 また これを
踏まえ、③労賃論のテーマである隠蔽性 の生ず る必然性が説かれ、 この労賃論が剰余価値論 と蓄積
論 とを媒介する体系的位置を占める根拠 の解明が図 られていること、等々である。
よ って、博士論文の成績は 「合格」 と判定す る。
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